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食料・農業・農村政策の新たな展開方向

（R5.12.27 第６回食料安定供給・農林水産基盤強化本部）
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⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向に基づく施策の全体像
〇 ⾷料・農業・農村基本法については、令和６年通常国会への改正案提出を⽬指す。
〇 ⾷料・農業・農村基本法の改正内容を実現するために必要な関連法案やその他の具体的な施策について⼯程表を策定し、今後、こ

れに基づいて施策の進捗管理を⾏う。

⾷料
安全保障の

強化

平時からの国⺠⼀⼈
⼀⼈の⾷料安全保障
を政策の柱に位置付
け

・⾷料安全保障強化政策⼤綱の改訂 〈令和５年12⽉〉
⻨、⼤⾖、飼料作物等の⽣産拡⼤、⽶粉の利⽤拡⼤、加⼯・業務⽤に対応した品種・機械等の活⽤
スマート技術等に対応したほ場整備、省⼒化に対応した施設等の整備・保全
適正取引を推進する仕組みづくりに向けたコスト等に関する調査・検証、⾷品ロスの削減の取組促進 等

・⾷料・農業・農村基本計画の在り⽅の⾒直し 〈令和7年に次期基本計画策定〉
⾷料安全保障の状況を平時から評価する新たな仕組み（PDCAを回す仕組み）への転換
堆肥・下⽔汚泥資源等の利⽤拡⼤、⻨、⼤⾖、飼料作物、⽶粉⽤⽶等の作付⾯積拡⼤に向けた新たな⽬標の設定
⽶・⻨・⼤⾖等の⽣産性向上や主⾷⽤⽶の需給調整を効果的に進める観点から、将来にわたり安定運営できる⽔⽥政策の在り⽅を検討

・不測の事態が発⽣する前の段階から、⾷料の確保に向けた対策を講ずるための新たな法的枠組みの創設
〈令和６年通常国会提出を視野〉

・農地の総量確保と適正・有効利⽤に向けた農地法制の⾒直し 〈令和６年通常国会提出を視野〉
農地の総量確保と適正利⽤に係る措置の強化（農⽤地区域（ゾーニング）の変更に係る国の関与の強化等）
農地所有適格法⼈の経営基盤の強化（⾷品事業者等と連携する場合の資⾦調達の円滑化等）

・⾷品原材料の調達安定化を促進するための新たな⾦融・税制措置の整備 〈令和６年通常国会提出を視野〉
・⾷料システムの関係者による適正な価格形成の推進 〈令和５年度に協議会を設置し、検討を継続〉
・⾷品アクセスを含む物流効率化に向けた法的枠組みの創設(関係省庁と連携) 〈令和６年通常国会提出を視野〉 等

農林⽔産物
・⾷品の
輸出促進

農林⽔産業
のグリーン化

国内⽣産基盤の維持
にも資するものとして
新たに位置付け

環境と調和のとれた⾷
料システムの確⽴を政
策の柱に位置付け

・⾼い付加価値を創出する輸出産地の形成、輸出向けHACCP等対応施設の整備への⽀援
〈令和７年度までに海外の規制・ニーズに対応した農林⽔産物を求められる量で

継続的に輸出する「フラッグシップ輸出産地（仮称）」を50程度選定〉
・品⽬団体の取組や輸出⽀援プラットフォームによる⽀援の強化により輸出先の多⾓化や輸出先国での販路開拓を推進

〈令和６年度中に10カ国・地域16都市（現在８カ国・地域13都市）への輸出⽀援プラットフォームの設置を⽬標〉
・海外流出防⽌や競争⼒強化等に資する知的財産の保護・活⽤（育成者権管理機関の取組の推進等） 等
・クロスコンプライアンスの導⼊（補助事業等における、最低限⾏うべき環境負荷低減の取組の義務化）

〈令和６年度から試⾏実施、令和９年度から本格実施〉
・環境負荷低減を促進するための既存交付⾦の⾒直し 〈令和７年度に⾒直し、令和９年度を⽬標にみどり法に基づく仕組みに移⾏〉 等

スマート
農業

本格的な⼈⼝減少に対
応した施策の強化

・スマート農業を振興する新たな法的枠組みの創設 〈令和６年通常国会提出を視野〉
スタートアップ等の事業者に対する農研機構の施設供⽤等を通じた産学官連携の強化
スマート技術に適合した栽培体系の⾒直し等の⽣産・流通・販売⽅式の転換
税制・⾦融によるスマート技術を活⽤するサービス事業体等に対する後押し

・農業インフラの適切な保全管理を進めやすくするための⼟地改良法制の⾒直し
〈令和６年度に制度の在り⽅を検討し、令和７年通常国会提出を視野〉 等
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みどりの食料システム戦略

～食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現～
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○ SDGsや環境を重視する国内外の動きが加速していくと見込まれる中、我が国の食料・農林水産業においても的確に対応し、
持続可能な食料システムを構築することが急務となっていることから、農林水産省では、食料・農林水産業の生産力向上と持続
性の両立をイノベーションで実現する「みどりの食料システム戦略」を策定。

みどりの食料システム戦略（１）（概要）
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○ 「みどりの食料システム戦略」において、施設園芸分野では「2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指
す」など高い目標が設定。

2030年

取

組
・
技

術

2020年 2040年 2050年

ゼロエミッション
持続的発展

革新的技術・生産体系の
速やかな社会実装

革新的技術・生産体系
を順次開発

開発されつつある
技術の社会実装

⽬指す姿と取組⽅向（施設園芸分野）

2050年までに⽬指す姿

 農林⽔産業のCO2ゼロエミッション化の実現

◎ 化⽯燃料を使⽤しない園芸施設への完全移⾏
◎ 化学農薬使⽤量（リスク換算）の50％低減
◎ 輸⼊原料や化⽯燃料を原料とした化学肥料の使⽤量の

30％低減

戦略的な取組⽅向
 研究開発で⾰新的な技術開発を進めながら、補助、投融資、税・

制度等の政策誘導⼿法に環境の観点を盛り込む「政策⼿法のグ
リーン化」で社会実装

みどりの⾷料システム戦略
〜⾷料・農林⽔産業の⽣産⼒向上と持続性の両⽴をイノベーションで実現〜

みどりの食料システム戦略（２）（施設園芸分野の概要）
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②機械の電化・⽔素化等、資材のグリーン化
みどりの⾷料システム戦略 2050年までの技術の⼯程表（抜粋）

【定義】○研究開発︓技術の研究〜開発段階　○実証︓普及に向けた調整段階　○社会実装︓社会に広く普及する段階

タイムライン
技術・取組の内容 貢献する分野

ゼロエミッション型園芸施設の導⼊（⾼速加温型ヒートポンプや⾼効率
蓄熱・移送技術、放熱抑制技術の開発） 温室効果ガス削減

ハイブリッド型施設園芸設備の導⼊（ヒートポンプ） 温室効果ガス削減

2020 2025 2030 2040 2050

研
究

開

発

実
証

社
会

実

装

既
存

技

術
の

社
会

実

装

【参考︓ヒートポンプのハイブリッド運⽤】

○ ヒートポンプは、家庭⽤エアコン等
と同じ原理。

室内機室外機

ヒートポンプ

燃油暖房機

ヒートポンプと燃油暖房機のハイブリッド運転

○ 熱源の温度（外気温など）が低下すると加温能⼒の不⾜
や運転経費増となる場合があることから、従来の燃油暖房
機とヒートポンプを併⽤した運転⽅法（ハイブリッド運
転）が基本。

○ また、「みどりの食料システム戦略」では、個々の技術の研究開発・実用化・社会実装に向けた2050年までの工程表を作成。

○ 施設園芸に関しては、ヒートポンプと燃油暖房機を併用する「ハイブリッド型施設園芸設備」の導入を進めるとともに、2050年
に向けて化石燃料を使用しない「ゼロエミッション型園芸施設」の導入を目指す。

みどりの食料システム戦略（２）（施設園芸分野の概要）
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化石燃料暖房機の代替加温設備の特徴等

○ 「みどりの食料システム戦略」において、園芸施設分野では「2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指
す」高い目標を設定。

○ 温室の設置面積40,615haのうち、加温設備を備えた温室は16,936ha。加温設備を備えた温室のうち、重油等の化石燃料を使
用している施設は15,249ha（約９割）あり、ほとんどの温室が化石燃料に依存している状況。

○ ヒートポンプは、低温時に暖房能力が低下し、イニシャルコストも高価という課題がある。また、その他の代替技術においても、
原料調達や加温の不安定性等が課題となっている。

○ 今後は、化石燃料のみに依存しないハイブリッド型施設園芸設備（ヒートポンプ、再生可能エネルギー、地域・未利用資源の利
用等）の導入支援や環境制御技術等を活用した適温管理による省エネルギー化を促進することにより、温室効果ガスの削減を
図りつつ、ゼロエミッション型園芸施設の実現に向けた技術開発を進めることが重要。

①イニシャルコスト
・重油暖房機 150万円/10a
・ヒートポンプ 200万〜400万円/10a
・⽊質バイオマスボイラー 400万円/10a

②性能（10aのハウスを⼗分に加温するために必要な台数）
・重油暖房機のみ︓１台
・ヒートポンプのみ︓８台
※ 後述のハイブリッド運転の場合、ヒートポンプは１〜２台必要

③ハイブリッド利⽤のメリット
品⽬によっては、ヒートポンプと重油暖房機のハイブリッド利⽤に
より燃油代を抑えることができ、イニシャルコストを5〜6年で回収可
能。また、夜間冷房により⾼温障害が回避されるため、品質向上効果
も期待できる。

④技術開発⾯
他産業と⽐べ、農業、中でも施設園芸の市場は⼩さく、⺠間企業に
よる新技術や新商品開発はなかなか⾒込めない。 （例）エアコン年
間出荷台数︓家庭⽤1000万台、業務⽤100万台、農業1000台

⽊質系バイオマス 135ha
ヒートポンプ 742ha

太陽熱利⽤ 10ha
地下⽔等利⽤ 765ha

都市ゴミ等 12ha
その他 23ha

⽯油利⽤等

15,121ha

LPガス・LNガス

128ha

加温設備の種類別設置実面積（R２）

化⽯燃料依存型園芸施設
15,249ha

出典：園芸用施設の設置等の状況（R２）

ハイブリッド型園芸施設等
1,687ha

みどりの食料システム戦略（３）（施設園芸分野の現状）
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ゆめファーム
全農さが

二酸化炭素
分離回収設備

余熱・排ガス

余熱・CO2

出典：国・地方脱炭素実現会議（第３回）議事次第 資料2-2 農林水産省説明資料

次世代施設園芸 富山県拠点（富山市）

○ 廃棄物焼却発電施設から安定的に供給される電気と廃熱を
活用した大規模施設園芸を整備。

○ エネルギーをハウスの照明や空調に利用してコストを削減。
ICT等を活用した高度環境制御システムで高品質・高付加価値
の生産を目指す。

・廃棄物処理施設から発生する廃熱を
蓄熱コンテナで温室に供給

・高糖度トマトやトルコギ
キョウ等を栽培

農業用ハウス

廃棄物焼却発電施設

電気・熱

○ 既存の清掃工場をバイオマス活用の中心施設と位置付け、
エネルギーや資源が地域内で循環する仕組みを構築。

○ 清掃工場において温水、CO2、電気などのエネルギーを回収。
熱及びCO2は、近隣の誘致企業等へ供給し、農作物の栽培
や微細藻類の培養に活用。

佐賀市清掃工場
CO2分離回収設備

佐賀県佐賀市清掃工場

熱利用

・ ゆめファーム全農SAGAは、全農、佐賀市、JAさがによる連携協定の
もと、キュウリの大規模多収技術の確立・普及と人材育成を目的とし
た施設として2019年から運営を開始。

・ 佐賀市では、清掃工場周辺への更なる企業誘致を目指す。
（熱・CO2供給先の拡大）

熱・CO2

農業用ハウス
（ゆめファーム全農SAGA 等）

みどりの食料システム戦略（４）（ゼロミッション化に向けた技術事例）
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スマート農業の推進
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① 作業の⾃動化
ロボットトラクタ、スマホで操作する⽔⽥の⽔管理システムなど
の活⽤により、作業を⾃動化し⼈⼿を省くことが可能に

② 情報共有の簡易化
位置情報と連動した経営管理アプリの活⽤により、
作業の記録をデジタル化・⾃動化し、熟練者でなくても
⽣産活動の主体になることが可能に

③ データの活⽤
ドローン・衛星によるセンシングデータや気象データの
AI解析により、農作物の⽣育や病⾍害を予測し、
⾼度な農業経営が可能に

「農業」×「先端技術」=「スマート農業」

スマート農業の効果スマート農業の効果

「スマート農業」とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活⽤する農業」のこと。

※Society5.0︓政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

データ連携基盤データ連携基盤

※内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP第Ⅱ期）「スマートバイオ産
業・農業基盤技術」において開発。令和５年度から運⽤を開始。

スマート農業に必要なデータを連携・共有・提供。
農業データ連携基盤農業データ連携基盤

⽣産から加⼯・流通・販売・消費に⾄るデータを連携。
スマートフードチェーンプラットフォームスマートフードチェーンプラットフォーム

連携

スマート農業について

※内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP第Ⅰ期）「次世代農林⽔
産業創造技術」において開発。令和元年度から運⽤を開始。

「⽣産現場の課題を先端技術で解決する︕農業分野におけるSociety5.0※の実現」
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農業データ連携基盤（WAGRI）

Publicデータ
気象や⼟地、地図情報等に関する様々なデータ・システムを提供（有償提供を含む）

気象
API※

農地
API

地図
API

⼟壌
API

⽣育予測
API

統計
API

センサ
API

農 業 者 等

農機メーカーＡ 農機メーカーＢ ICTベンダーＣ ICTベンダーＤ

農業者等が、それぞれの経営形態等に応じて農業関連サービスを選択・活⽤

WAGRIを通じてデータ・システムを提供

⺠間
企業

⺠間
団体

⺠間
企業

⺠間
企業

農研
機構 官公庁⺠間

企業

WAGRIを通じてデータ・システムを取得し、新たな農業関連サービスを開発

データ・
システム
提供者

データ・
システム
利⽤者

※Application Programming Interface の略。複数のアプリケーション等を接続（連携）するために必要な仕組みのこと。

様
々
ऩ
ॹ
␗
ॱ
॑
駆
使
ख
थ

⽣
産
性
向
上
؞
経
営
改
善
प
取
ॉ
組
ि
ऒ
ध
ऋ
可
能
प

○ 農業ICTの抱える課題を解決し、農業の担い⼿がデータを使って⽣産性向上や経営改善に挑戦できる環境を⽣み出す
ため、データ連携・共有・提供機能を有する協調領域としてデータプラットフォーム（農業データ連携基盤︓
WAGRI）を構築し、2019年４⽉より農研機構を運営主体として運⽤を開始。

○ 2023年11⽉末現在、98の⺠間事業者等が利⽤。WAGRIを活⽤した農業者向けサービスを⺠間事業者が開発、
提供。

農業データ連携基盤（WAGRI）について
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⽣産から加⼯・流通・販売・消費までデータの相互活⽤が可能な
｢スマートフードチェーン｣ を構築

スマートフードチェーンの構築により可能となる取組例

⽣産 (川上)
（⽣産・収穫・選別）

流通・加⼯ (川中)
（集荷・輸送・貯蔵・加⼯）

販売・消費（川下）

⾼精度な出荷・需要予測

廃棄ロスのない
計画⽣産・出荷

卸売市場等における情報伝達の
デジタル化等を推進して

流通を効率化

情 報 伝 達
のデジタル
化

農作物の確かな流通情報等を
消費者へ提供（JAS規格）し
農作物の付加価値を向上

○ スマートフードチェーンとは、⽣産から加⼯、流通、販売、消費までの情報を連携させたフードチェーンであり、⽣産の⾼度化や
販売における付加価値向上、流通の最適化等に資することが期待されている。

○ SIP第２期では、スマートフードチェーンプラットフォーム（ukabis）を構築（基盤ソフトウェアのOSS化）、各種機能実
証、農産物の確かな流通情報等を消費者に提供することを⽬的としたJAS規格の制定及び社会実装の体制整備等が⾏われた。

「内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）（H30度〜R4度）」において開発

スマートフードチェーンについて
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（参考） 施設園芸スマート農業のイメージ（例）

〇施設園芸において、ロボット・ＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術を活用し、生産性の飛躍的向上と大幅な省力化を実現。
① 環境データと生育データに基づく低コストで最適な環境制御技術の確立により生産性を向上。
② 各作業の自動化により生産・出荷作業の大幅な省力化を実現。
③ 作業データ、収量予測等に基づく最適な作業計画の策定と人員配置により労働生産性を向上。

⽣産・出荷作業の⼤幅な省⼒化

②各作業の自動化

樹体ごとの収量と作業
時間マップ

③作業データ・収量予測等に基づいた生産管理

①環境・生育データに基づく低コストで最適な環境制御

光合成測定

作物の生育状態の見える化

最適な作業計画の策定と⼈員配置による労働⽣産性の向上

環境及び⽣育状態の⾒える化と熟練農家のノウハウの活⽤等により、精緻
な環境制御技術を確⽴し、⽣産性を向上

熟
練
農
家
の
ノ
ウ
ハ
ウ

温室内環境の見える化

葉面積測定

精緻な環境制御技術
データの共有

（研究機関・生産者等）

バーコード
リーダー

バーコード

制御部

はかり 着花・着果モニタリング
による収量予測
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⾃動⾛⾏トラクター

経営管理 耕起・整地 移植・直播

⾃動⽔管理 ドローンによる
⽣育状況把握

⾃動運転⽥植機 収量や品質データが
とれるコンバイン

⽔管理 栽培管理 収穫

営農アプリ

実証イメージ(⽔⽥作)

研究開発 技術実証 社会実装

スマート農業実証プロジェクト

ロボット・AI・IoT等の先端技術を実際の⽣産現場に導⼊して、技術の導⼊による経営改善の効果を明らかにする。

事業のねらい
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◎2019年度から全国2１7地区で展開。
令和元年度採択 69地区
令和２年度採択 55地区
令和２年度採択（緊急経済対策） 24地区
令和３年度採択 34地区
令和４年度採択 23地区
令和５年度採択 12地区

⽔⽥作 48（30、12、１、１、３、１）
畑作 28（６、７、１、４、７、３）
露地野菜 45（10、12、９、９、２、３）
施設園芸 30（８、６、３、７、４、２）
花き ５（１、２、－、２、－、－）
果樹 34（９、９、５、８、３、－）
茶 ６（２、２、－、１、１、－）
畜産 21（３、５、５、２、３、３）
合計 217（69、55、24、34、23、12）

全
国

⽔⽥作 ４（２､ １、－、－、１、－）
畑作 ７（２、１、１、１、１、１）
露地野菜 ３（－、２、－、－、１、－）
果樹 １ (－、－、－、１、－、－)
畜産 ８（１、１、２、２、１、１）
合計 23（５、５、３、４、４、２）

北海道

⻘森、岩⼿、宮城、秋⽥、⼭形、福島
⽔⽥作 ８（５、２、－、１、－、－）
畑作 ２（－、１、－、－、１、－）
露地野菜 ６（３、－、１、１、－、１）
施設園芸 ３（－、－、１、１、１、－）
花き ２（１、１、－、－、－、－）
果樹 ４（１、１、１、１、－、－）
合計 25（10、５、３、４、２、１）

東北

東海
岐⾩、愛知、三重

⽔⽥作 ５（１、２、－、－、１、１）
畑作 ２（－、－、－、２、－、－）
露地野菜 １（－、－、１、－、－、－）
施設園芸 ５（１、１、－、１、－、２）
花き １（－、１、－、－、－、－）
果樹 ３（１、－、－、１、１、－）
合計 17（３、４、１、４、２、３）

近畿
滋賀、京都、⼤阪、兵庫、奈良、和歌⼭

⽔⽥作 ４（３、１、－、－、－、－）
露地野菜 ３（－、－、１、２、－、－）
果樹 ７（２、２、２、１、－、－）
茶 １（－、１、－、－、－、－）
合計 15（５、４、３、３、－、－）

新潟、富⼭、⽯川、福井
⽔⽥作 10（８、１、－、－、１、－）
畑作 ５（－、２、－、１、１、１）
露地野菜 ４（－、３、－、－、１、－）
施設園芸 ２（－、－、－、２、－、－）
花き １（－、－、－、１、－、－）
果樹 １（－、１、－、－、－、－）
畜産 ２（－、１、１、－、－、－）
合計 25（８、８、１、４、３、１）

北陸

茨城、栃⽊、群⾺、埼⽟、千葉、
東京、神奈川、⼭梨、⻑野、静岡

⽔⽥作 ５（４、１、－、－、－、－）
畑作 ２（－、１、－、－、１、－）
露地野菜 14（２、２、４、５、－、１）
施設園芸 ６（２、２、－、２、－、－）
果樹 ７（２、２、１、２、－、－）
花き １（－、－、－、１、－、－）
茶 ２（１、－、－、１、－、－）
畜産 ２（１、１、－、－、－、－）
合計 39（12、９、５、11、１、１）

関東甲信・静岡

福岡、佐賀、⻑崎、熊本、
⼤分、宮崎、⿅児島、沖縄

⽔⽥作 ６（２、３、１、－、－、－）
畑作 ８（３、２、－、－、３、－）
露地野菜 ７（３、２、１、－、－、１）
施設園芸 13（５、３、１、１、３、－）
果樹 ３（１、１、－、１、－、－）
茶 ３（１、１、－、－、１、－）
畜産 ６（１、２、１、－、１、１）
合計 46（16、14、４、２、８、２）

九州・沖縄

⿃取、島根、岡⼭、広島、⼭⼝、
徳島、⾹川、愛媛、⾼知

⽔⽥作 ６（５、１、－、－、－、－）
畑作 ２（１、－、－、－、－、１）
露地野菜 ７（２、３、１、１、－、－）
施設園芸 １（－、－、１、－、－、－）
果樹 ８（２、２、１、１、２、－）
畜産 ３（－、－、１、－、１、１）
合計 27（10、６、４、２、３、２）

中国・四国

※各ブロックの品⽬毎の（ ）内の数字は、左から令和元年度、
令和２年度、令和２年度（緊急経済対策）、令和３年度、令和４年度、
令和５年度の採択地区数である。（2023年４⽉現在）

【参考２】スマート農業実証プロジェクトの実証地区スマート農業実証プロジェクト実施地区
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○ 先端技術を⽣産現場に導⼊し、経営効果を明らかにするスマート農業実証プロジェクトを2019年から実施し、これまで全国217地
区で実証。

○ スマート農業の効果を分析し、現場に横展開を図るとともに、課題の克服に総合的に取り組み、社会実装の加速化を推進。
このため、「スマート農業推進総合パッケージ」を2022年６⽉に改訂。

＜これまでの取組＞ ＜推進上の課題＞
○ 作業の省⼒化や負担の軽減、熟練者でなくても⾼度な営農が

可能となるなど、スマート農業の効果が実感される⼀⽅、以下の
ような課題が明らかに。

■導⼊初期コストが⾼い

■スマート農業技術に詳しい⼈材や、営農におけるデータ
活⽤が不⼗分

○ 先端技術を⽣産現場に導⼊し、経営効果を明らかにする
スマート農業実証プロジェクトを2019年から実施。

これまで、全国217地区で実証。

2019年（H30補正＋R元当初）
・69地区でスタート

2020年（R元補正＋R２当初）
・55地区を追加

（棚⽥・中⼭間や被災地、畜産・園芸等を追加）

2020年緊急経済対策（R2補正(1次))
・24地区で緊急実施

（⼈⼿不⾜が深刻化した品⽬・地域、農業⾼校等連携）

2021年（R2補正（3次）+R3当初）
・34地区を追加

（輸出重点品⽬の⽣産拡⼤やシェアリング等の農政の重要課題に基づく
５つのテーマの実証を追加）

2022年（R3補正+R4当初）
・23地区を追加

（産地ぐるみで作業集約⼜はシェアリングによりスマート農業技術を導⼊）

2023年（R4補正）
・12地区を追加

（資材低減や⾃給率の低い品⽬の⽣産性向上の観点から実証を追加）

17

100⾺⼒トラクター

標準トラクター（MR1000H）
約1,030万円（税抜）

ロボット化

ロボットトラクター（MR1000AH）
約1,410万円（税抜）

スマート農業の推進上の課題
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農業⽀援サービス事業体（例）

農協 農機具メーカー 農薬・肥料等の販売会社 他分野からの新規参⼊等

• JA⿅児島経済連
• (株)ジェイエイフーズみやざき

•（株）クボタ
• inaho(株)

(収穫ロボットレンタル)

•⼤信産業(株)
（農業資材販売店）

（データ分析）
•テラスマイル(株)
• (株)ズコーシャ
（⼈材供給）
• (株)アルプスアグリキャリア
•YUIME(株)

•農業機械のレンタルサービス
•ドローンによる散布作業 •営農⽀援、データ分析サービス

•⼈材派遣、マッチングサービス

専⾨作業受注型 機械設備供給型 専⾨作業受注型 データ分析型
⼈材供給型

•農業機械のレンタルサービス •畦畔管理作業
•ドローンによる防除作業

農業支援サービスについて

〇 導⼊コストを低減し、誰もがスマート技術を利活⽤できるよう、スマート農機のシェアリングやデータに基づく経営
指導を⾏う新たな農業⽀援サービスを充実・強化することが重要。

〇 農業⽀援サービス事業体には、農協、農機具メーカー、農業関連事業者の他、新規参⼊も想定され、これら
すべての事業体を育成・普及していく。
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（ＮＴＴドコモ）

〇 実証プロジェクトに参加して技術・ノウハウを培ったメンバーの中でも、スマート農業技術の普及・実装に積極的に取り組む⺠間企業、営農指導員、研究者、
⾃治体の普及員等が「スマートサポートチーム（通称︓スマサポ）」として活動。

〇 令和4年度より、スマート農業技術活⽤産地⽀援事業を活⽤し、スマサポのメンバーを中⼼とした⽀援チームが、新技術を積極的に取り⼊れる他産地への
実地指導に取り組む。今後、これらの産地での指導結果に基づいて⼿引書を作成し、指導⼈材を育成しつつ、スマート農業技術やデータ活⽤を推進。

⾷料安全保障強化政策⼤綱
（令和４年12⽉27⽇ ⾷料安定供給・農林⽔産業基盤本部決定）
Ⅳ.１ スマート農林⽔産業等による成⻑産業化
－スマート農林⽔産業の展開と、スマート農林⽔産業の実装に向

けたサポート体制の強化（農業分野におけるスマートサポートチーム・
拠点の創設、林業・⽔産業分野におけるデジタル戦略拠点の創設、
ICTを活⽤した⽔産業のスマート化等）

事業における取組⼀覧（上段︓R５年度採択、下段︓R4年度採択）

⽀援チームの代表機関 ⽀援を受ける産地 品⽬

① ウォーターセル（株） 北海道 バレイショ、⽔稲等

② （株）誠和 埼⽟県 イチゴ

③ （株）鈴⽣ 静岡県 レタス、ブロッコリー等

④ （株）レグミン 兵庫県 ⻨類、タマネギ等

⑤ （株）つじ農園 三重県 ⽔稲、⻨

⑥
（⼀財）浅間リサーチ

エクステンションセンター ⿃取県 ⽔稲

⑦
テラスマイル（株）

岡⼭県 ブドウ

⑧ 熊本県 イチゴ

スマート農業技術活⽤産地⽀援事業イメージ
事務局（ブロック別）

研究者
（農研機構・⼤学等） 普及指導員

⺠間企業
（農機メーカー・ICTベンダー・

サービス事業体・物流事業者等）

営農指導員
（JA）

⽀援チーム

産地

サービス事業体

普及指導員

⾃治体 ⽣産者

JA 等

⽀援相談

等

産地
⼿引書⼿引書 ⼿引書

産地 産地

スマートサポートチームによる産地サポート

① （株）スマートリンク北海道 北海道 ⽔稲、⼩⻨等

②
テラスマイル（株）

岩⼿県 ピーマン
③ 富⼭県 タマネギ、業務⽤⽶
④ 三重県 茶
⑤ (株)⽇本能率協会コンサルティング 群⾺県 イチゴ
⑥ ⿅児島県 キャベツ
⑦ （株）スカイマティクス 千葉県 ⽔稲

⑧ 農研機構
北海道農業研究センター 北海道 飼料作物

⑨ ⽯川県農林総合研究センター ⽯川県 ⽔稲、⼤⾖、⻨

⑩ ⼤阪公⽴⼤学 三重県 トマト

⑪ （⼀財）浅間リサーチ
エクステンションセンター 宮崎県 かんしょ 19



①農業⽀援サービスの⽀援強化
・新規事業⽴ち上げ当初のビジネス確⽴や機
械導⼊等を⽀援

・農林漁業法⼈等投資円滑化法に基づく農
林⽔産業⽀援サービス事業の育成等への出
資を促進

・⽇本版SBIR制度を活⽤し、スタートアップの
育成を⽀援

②農業⽀援サービスの調査・分析、
マッチング

・「スマート農業新サービス創出」プラットフォーム
において、スマート農業に関する情報交換、
異分野の組織・⼈材交流、新たなビジネスモ
デルの検討等を通じて、マッチングの機会を提
供

・地域公共団体等による、農業⽀援サービス
事業者と農業者のマッチングを促進

①実証の着実な実施
・スマート農業実証プロジェクトを全国202地
区※で実施

・これまでの実証で得られたデータ等を活⽤し、
農業者が利⽤しやすい形で経営診断を⾏う
システムを開発

②実証の分析と横展開に向けた体制強化
・スマート農業実証プロジェクト2019・2020年
度採択地区148地区のコスト・メリットを作物
別に分析・発信

スマート技術の費⽤対効果を明らかにし、
中⼭間地域を含む様々な地域・品⽬
での横展開を推進

導⼊コストを低減し、誰もがスマート技
術を利活⽤できるよう、新たな農業⽀
援サービスを育成・普及

１．スマート農業の実証・分析 ２．導⼊コスト低減に向けた
農業⽀援サービスの育成・普及

スマート農業推進総合パッケージの概要①（2022年６月改訂）

①開発が不⼗分な領域の研究開発
・中⼭間地域や野菜・果樹など開発が⼗分に
進んでいない領域の研究開発

・有機栽培の需要拡⼤に対応する⼩型除草
ロボットの開発

②最先端の研究開発
・ほ場間の移動を含む遠隔監視によるトラクタ
の⾃動⾛⾏の開発

・AIやICT等を活⽤した病害⾍発⽣予測技術
の開発

・セキュリティ機能を有し、農薬、肥料等の⾼精
度な散布が可能な農業⽤ハイスペックドロー
ンの機体開発

３．更なる技術の開発等

有機栽培に対応する
⼩型除草ロボット

野菜・果樹⽤作業ロボット

愛知・JA⻄三河キュウリ部会における組合員間でのデータ共有

開発が不⼗分な領域や最先端の研究
開発を進め、農業者のニーズを踏まえた
環境にやさしい技術を開発

センサーの導⼊で産地の
仲間とデータを共有するこ
とができたおかげで、産地
の底上げができたほか、
⾃分の栽培管理を⾒直
すきっかけにもなった。

※2022年６⽉パッケージ改定時の地区数 20



①海外ビジネスの展開の推進
・国際市場の獲得や社会実装を加速していく
ため、スマート農機を活⽤したデータ連携シス
テムに係る国際標準化に向けた検討を推進

②国際的なアウトリーチ活動の強化
・専⾨家の派遣や積極的な国際議論への参
画を通じたスマート農業の海外展開の推進

③官⺠連携したプロジェクトづくり
・ASEANをメインターゲットとした技術導⼊に向
けた取組を推進

・アフリカにおける農業プラットフォーム・ビジネス
の展開を通じたフードバリューチェーンの構築の
⽀援

①スマートサポートチーム等によるデジタル⼈
材の育成・確保

・スマート農業を実践する農業者や産学官の
有識者等によるスマートサポートチームを通じ
た他産地の⽀援

・普及指導員と農業⽀援サービス事業者との
連携による技術指導を開始

②スマート農業教育の充実・関⼼醸成
・農業⼤学校・農業⾼校等におけるカリキュラ
ム化やスマート農機・設備の導⼊により実践
的な教育体制を整備

・農林⽔産省と⽂部科学省が連携し、地域の
農業者や農業⽀援サービス事業者などの授
業等への活⽤を実施

実証参加者によるスマートサポートチー
ムを通じた実地指導により、⼈材育成
とデータの活⽤を推進

知的財産の保護に留意しつつ、スマート
農業技術の海外展開を戦略的に推進

４．技術対応⼒・⼈材創出の強化 ６．海外への展開

スマート農業推進総合パッケージの概要②（2022年６月改訂）

①技術の進展に応じた制度的対応
・運搬、農薬散布等の負担を軽減する⼩型農
業ロボットが公道を⾛⾏するために必要な構
造要件や届け出⽅法などを製造メーカー等に
情報提供

②農業データの活⽤促進
・農業データ連携基盤の充実に
よるICTサービスの創出を促進

・企業間の垣根を超えた農機
データの連携（オープンAPI）
を推進

③スマート農業に適した農業農村整備の
推進

・⾃動⾛⾏農機等の導⼊に適した農地の⼤区
画化、情報通信環境、ICT⽔管理施設等の
整備を推進

・農林⽔産省と総務省が連携し、⺠間会社の
協⼒も得ながら、ローカル5GやLPWAの導⼊
拡⼤や衛星通信サービスに必要な制度整備
を実施

農業データの利活⽤・連携や情報通信
基盤の整備など、ソフト・ハード両⾯から
環境を整備

５．実践環境の整備

官⺠挙げた海外展開の
取組推進

スマート農業に適した農地整備 情報通信環境の整備
無線基地局 ⾃動給⽔栓

オープンAPIによる
データ連携

スマート
サポート

チームを形成
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スマート農業を振興する新たな法的枠組みの創設について
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○基幹的農業従者数の年齢構成（2023年）

○基幹的農業従事者の年齢階層の推移

資料︓
・ 農林⽔産省「農林業センサス」、総務省「国勢調査」により作成。
・ 基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に⾃営農業に従事している者
（雇⽤者は含まない）。

・ 昭和35年は農業就業者数（国勢調査）の年齢構成から推計。
また、昭和55年以前は、平成２年の総農家と販売農家の⽐率（年齢階層別）から推計。

・ 平成２年までは、16歳以上、平成７年以降は15歳以上。
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：1960（S35）年（推計）
：1970（S45）年（推計）
：1980（S55）年（推計）
：1990（H2）年
：2000（H12）年
：2010（H22）年
：2020（R2）年

（万人）

1960年時点の
20歳代

1960年時点の主⼒が
2000年時点の
最多層を形成

農業分野における課題（農業の担い手の減少・高齢化）
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29歳以下 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上

（万⼈）

基幹的農業従事者数全体に
占める割合（右⽬盛）

基幹的農業従事数︓116万⼈
平均年齢︓68.4歳（2022年）

20年後の基幹的農業従事者の
中⼼となる層

【50代以下︓23.8万⼈(20%)】

資料︓農林⽔産省「農業構造動態調査」（2022年、2023年は概数値）
注︓基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に⾃営農業に従事している

者（雇⽤者は含まない）。

23



⾷料・農業・農村政策の新たな展開⽅向に基づく
具体的な施策の内容

（R5.12.27 第６回⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部決定）

Ⅱ 政策の新たな展開⽅向

岸⽥総理発⾔（抜粋）

スマート農業については、⼈⼝減に伴う農業者の急減が⾒込
まれる中で、実⽤化を加速するため、展開⽅向に記載されてい
る施策について、以下のとおり具体化を進める。

① 技術の研究開発の段階では、国が主導で実装まで想定し
た重点開発⽬標を明確にした上で、これに沿って研究開発
等に取り組むスタートアップ等の事業者に対する農研機構
の施設供⽤等を通じた産学官連携の強化により研究開発
等を促進する。

② ⽣産現場においても、スマート技術の活⽤を⽀援するサー
ビス事業体等と連携しながら、スマート技術に適合した栽培
体系の⾒直し等の⽣産・流通・販売⽅式への転換を促す。

さらに、これらを税制・⾦融等により⼀体的に⽀援できるよう、
令和６年の通常国会への提出も視野に、法制化を進める。

３ 農業の持続的な発展
（５）⽣産性の向上に資するスマート農業の実⽤化等

会議のまとめを⾏う岸⽥総理

（前略）このため、農政の憲法と位置付けられる、
⾷料・農業・農村基本法について、制定から四半世
紀を経て初の本格的な改正を⾏います。あわせて、こ
れを実現していくため、不測時の⾷料安全保障の強
化、農地の総量確保と適正・有効利⽤、⾷品原材
料の調達安定化、スマート農業の振興に向けた法整
備を⾏います。

坂本農林⽔産⼤⾂においては、基本法改正案及
び関連法案の来年の通常国会への提出を⽬指し、
作業を加速するとともに、関係⼤⾂と協⼒して、⼯程
表に基づく各般の施策を着実に進めてください。

（R5.12.27 第６回⾷料安定供給・農林⽔産業基盤強化本部）

スマート農業技術の活用の促進に向けた政府決定
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収穫ロボット＋果樹の省⼒樹形（りんごの例）

スマート農業技術の導入に合わせた農業現場の変革

〇 従来のやり⽅のままでスマート農業技術を導⼊しても⽣産性向上につながりにくいことから、例えばアスパラガスでは⾼畝栽培への
変更や⽴茎数の削減、りんごでは直線的に配置された省⼒樹形を導⼊するなど、これまで⼀般的に⾏われてきた⼈⼿による作業を前
提としたやり⽅を変⾰することにより、⾃動収穫ロボット等のスマート農業機械が最⼤限の能⼒を発揮。

収穫ロボット＋栽培⽅法の⾒直し（ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽの例）

将来の姿現状

樹⽊がほ場内に散在
作業動線が複雑で機械作業が困難

省⼒樹形とし、直線的に配置するこ
とにより、機械作業が容易に

⾃動収穫ロボットの導⼊
ひとつひとつ⽬視で確認しながらの
⼈⼿による収穫作業

将来の姿現状

作業動線が複雑で機械導⼊や栽培
管理が困難

ほ場の規格が⼀定で、通路幅が広
いことにより、機械導⼊・栽培管理が
容易に

⾃動収穫ロボットの導⼊
⽴茎数を減らすことにより、ロボットが
アスパラを容易に認識・アクセス可能に

ひとつひとつ⽬視で確認しながらの
⼈⼿による収穫作業

通常
(３本/株)

⾒直し
(２本/株)

スマート農業技術の導⼊に合わせて農業現場も変わることで、⼈⼝減少下においても⽣産⽔準の維持が可能に 

出典：東京⼤学、(株)デンソー
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〇 ⼈⼝減少下においても、⽣産⽔準が維持できる⽣産性の⾼い⾷料供給体制を確⽴するためには、スマート農業技術の現場導⼊を⼀
層加速することが不可⽋。

〇 このため、①スマート農業技術等の研究開発・実⽤化と、②スマート農業技術の活⽤とこれに適合するための⽣産・流通・販売⽅式
の⾒直しを⼀体的に推進するための法制度を検討。
→ 国が基本⽅針・⽬標を定め、これに沿った①、②それぞれの取組計画を国が認定し、税制・⾦融等で後押し

国（基本⽅針の策定・公表）
スマート農業技術等の研究開発・実⽤化や、⽣産・流通・販売⽅式の変⾰の促進の意義・⽬標など

①スマート農業技術等の研究開発・実⽤化
（開発供給実施計画（仮称））

②スマート農業技術の活⽤とこれに適合する
ための⽣産・流通・販売⽅式の⾒直し

（⽣産⽅式⾰新実施計画（仮称））
【取組内容】
・スマート農業技術等の研究開発・実⽤化

【取組主体】
・研究開発等を⾏おうとする者

【⽀援措置（検討中）】
・農研機構の施設等供⽤
・⽇本政策⾦融公庫の⻑期低利融資
・登録免許税の軽減 など

【取組内容】
・スマート農業技術活⽤

＋⽣産・流通・販売⽅式の⾒直し
【取組主体】
・農業者、⾷品事業者、サービス事業体
（農業者は必須）

【⽀援措置（検討中）】
・⽇本政策⾦融公庫の⻑期低利融資
・投資促進税制（法⼈税・所得税） など

申請 認定 認定申請

栽培試験⽤の⼈⼯気象室試験⽤のほ場やロボット農機 スマート農業技術の活⽤
（⾃動収穫ロボット）

⽣産⽅式の⾒直し
（機械作業が容易な樹形への転換）

スマート農業技術の研究開発に取り組む
スタートアップ企業 （農研機構の施設等供⽤）

＜具体的な措置の⽅向性＞＜現状・課題＞

○ 今後20年間で、基幹的農業従事者は
現在の約１/４（約120万⼈→約30万
⼈）にまで減少することが⾒込まれ、従来
の⽣産⽅式を前提とした農業⽣産では、
農業の持続的な発展や⾷料の安定供
給を確保できない。

○ 農業者の減少下においても⽣産⽔準
が維持できる⽣産性の⾼い⾷料供給体
制を確⽴するには、農作業の効率化等に
資するスマート農業技術の現場導⼊を
加速するため、
① 実⽤化に⾄っていない難易度の⾼い

分野における研究開発等の促進
② スマート農業技術の活⽤とこれに適合

する⽣産・流通・販売⽅式の⾒直し
を⼀体的に推進する必要。

スマート農業を振興する新たな法的枠組みの創設
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実証による削減労働時間

育苗・定植
実証後

スマート農業実証プロジェクトの成果を踏まえた技術開発等の方向性：施設野菜作

更なる省⼒化のために必要なスマート農業技術及び省⼒化に向けて必要なその他の技術開発等

〇 アシストスーツの導⼊により作業負担が軽減、収穫に係る作業時
間を13.2%削減。

● 収穫作業の⼤幅な省⼒化のためには収穫ロボットの導⼊が必要。
● ⼀部品⽬で収穫ロボットの開発が進められているが、機械の改良を

通じた収穫率の向上や対応品⽬の拡⼤、夜間・⼈⼯照明下での
収穫のための果実認識機構の調整等が必要。

収穫作業

・ スマート農業技術等の導⼊により、作業の集中する11⽉の総労
働時間を11.0%削減したが、依然として⽉ごとの作業時間は⻑い。

・ 実証事例では、選果・出荷および収穫作業の削減割合が⼩さく、
更なる省⼒化技術の開発・導⼊が必要。

・ 突出して作業時間を要する⽉は無く、上記作業を中⼼に、管理
作業も含めた作業の全般的な省⼒化が必要。

省⼒化が必要な作業 省⼒化に資するスマート農業技術（例） 省⼒化に向けて必要なその他の技術開発及び産地等の取組（例）

収穫作業
〇 ⾃動収穫ロボットの開発・改良
（収穫率の向上、対応品⽬の拡⼤、夜間や⼈⼯照明下等適応

条件の多⾓化）
〇 果梗が⻑い等機械収穫適性が⾼く、草姿管理が容易な品種の開発・選定
〇 機械作業を前提とした畝間の設定・レールの敷設等機械化に対応したハウ

スの整備
管理作業 〇 芽かき、整枝、剪定等の管理作業の⾃動化技術の開発

選果・出荷作業
〇 AI選果機の改良（対応品⽬の拡⼤）
〇 パック詰めロボットの開発・改良

〇 パック詰め等の荷姿を機械化に適した形へ規格化・標準化
〇 硬実等機械作業性の⾼い品種の開発・選定

実証技術︓ ・環境制御システム
・AIかん⽔施肥システム

実証事例（いちご）
・アシストスーツ

実証前 実証後

(時間/10a)

11⽉の作業時間
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総作業時間
223.8h→199.2h

11.0%減
その他

(41.8h→41.2h)
1.5%減

換気・かん⽔
(13.7h→0.48h）

96.5%減

収穫
(82.1h→71.2h)

13.2%減

選果・出荷
(86.3h→86.3h)

増減なし

● 選果・出荷作業は収穫作業と並んで多くの時間を要し、その省
⼒化のためのAI選果機等の開発・実⽤化が⼀部品⽬で進められ
ているものの、対応品⽬の拡⼤が必要。

● AI選果機等の出荷に係る作業の⾃動化にあたっては、パック詰
め等の荷姿の規格化・標準化を併せて検討することが必要。

選果・出荷作業

イチゴパック詰めロボット

実証経営体の⽉別作業時間
(時間/10a)

スマート農業実証プロジェクト 実証地区の成果と課題

〇 環境制御システム、AIかん⽔システムの導⼊により、換気・かん
⽔作業に係る作業時間を96.5%削減。

● 品⽬によっては、⼈⼿・作業時間を要する管理作業(例︓芽かき、
整枝、剪定作業)等もあり、これらに係る技術開発・改良も必要。

管理作業

※ これらのスマート農業技術等の技術開発にあたっては、機器の低廉化やサービス事業体の活⽤・育成も視野に⼊れること等が重要

各作業⼯程に対するスマート農業技術の導⼊効果(〇) 、課題(●) ※いちご以外を含む

環境制御システム

イチゴ収穫ロボット
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参考資料
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H25補 H28H27 H29 H30 R2R1 R3

拠点の立ち上げ支援、
ノウハウの分析

拠点等のノウハウの発信、
人材育成新技術の発掘

高度環境制御技術
雇用型生産管理技術 等

②次世代施設園芸拠点等のノウハウ
の分析 ・検証及び情報発信

③次世代施設園芸のポイント
となる技術の習得

モデル拠点等の

知見を再現可能
な形で普及

１０拠点の整備

静岡県・富山県・兵庫県・高
知県・大分県・宮崎県

拠点完成

北海道・宮城県・
埼玉県・愛知県

拠点完成

H26

①次世代施設園芸拠点 （モデル拠点）の整備

３つの課題を
解決できる持
続可能な施設
園芸の実践

他の施策との連携
（強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業、制度資金等）

高度環境制御装置等の導入

高度環境制御
装置等の普及

モニタリング装置
等の活用や

ハウスのリノベー
ションにも拡大（次世代施設園芸技術習得支援事業）

（データ駆動型農業の
実践体制づくり支援事業）

○次世代施設園芸事業の全体工程表

○ 基本的な方向としては、従来の勘と経験に基づく施設園芸から、環境制御型の施設園芸への転換を進めつつ、規模拡大を推進。

○ 次世代施設園芸拠点の運営の中で得られた知見・ノウハウを分析し情報発信することで、拠点以外にも再現可能な形で広く普及する
とともに、課題解決のカギとなる高度環境制御技術等の要素技術について、地域の実情に応じた技術習得を進めるための実証・研修
を進め、次世代施設園芸の取組拡大を推進。さらに、大宗を占める既存ハウスにおける取組も推進する必要。

○次世代施設園芸の推進方向（イメージ）

安定供給 所得向上と を実現する施設園芸の実装！！

次世代施設園芸の取組拡大に向けて（１） （推進方向）

施設園芸の経営安定に向けた取組

 耐候性ハウスの設置コスト低減
 省エネによる燃油使用量削減

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

・高度環境制御技術による周年・計画生産

・雇用型生産管理技術・省力化技術による
規模拡大

・地域エネルギーの活用・省エネルギー化
によるエネルギーコストの低減

環境制御型施設園芸

従来型施設園芸

・加温設備を主体とした装備

・勘と経験に基づく栽培技術

・炭酸ガス発生装置や養液栽培装置の
導入

・温室環境の見える化、データを収集・
活用した栽培技術

次世代施設園芸モデル拠点

拠点の知見の展開し、
要素技術を普及！！

R4
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○ 令和２年度より、次世代施設園芸拡大支援事業を見直し、我が国の施設園芸の大宗を占めるパイプハウスなどの従来型の既存ハウスも活用しな
がら、データを活用した施設園芸（スマートグリーンハウス）への転換を促進するため、生産性・収益向上につながる体制づくり、ノウハウの分析・情報
発信等の取組を支援。令和４年度より、新規就農者によるデータを活用した農業の実践に向けたメニューを拡充。

次世代施設園芸の取組拡大に向けて （２） （予算措置①）

ノウハウを分析・整理 研修会の開催

〇データ駆動型施設園芸に向けたノウ
ハウや施設設置コスト低減方策の分析・
整理等を支援

②スマートグリーンハウス展開推進

データ駆動型農業の実践・展開支援事業
【令和６年度予算概算決定額193（173）百万円】

⽣産者
施設園芸

機器メーカー

都道府県⽣産者団体

実需者

コンソーシアムの構成員

環境モニタリング装置等から得られる
産地内の複数農業者のデータを収
集・分析し、⽣産性・収益向上に結
びつける体制づくり
 農業者・企業・普及組織等による

体制構築
 データ収集・分析機器の活⽤
 農業者の技術習得
 既存ハウスのリノベーション 等

環境モニタ
リング装置

環境制御
装置

ハウスの
リノベーション
（かさ上げ）

環境制御等の技術習得

①データ駆動型農業の体制づくり⽀援

○ コンソーシアムによる技術の実証、研修等を実施。

コンソーシアムが実証の成果を各地域に普及

①生産性向上と規模拡大の加速化のための技術習得の仕組みづくり
（次世代施設園芸技術習得支援事業）

温室の低コスト化

※強い農業づくり交付金と連携

農地中間管理機構との連携

機構を介して、農地と施設を一
体的に集積する場合に重点支援

コンソーシアムの構成員

都道府県、市町村
（行政、試験研究機関、普及組織） 施設園芸機器ﾒｰｶｰ

生産者 実需者 生産者団体

○技術実証

農地中間管理機構

経営規模の拡大＋

低コスト化技術を活
用した実証温室の
整備も併せて支援

技術の実証・研修

生産性の向上

○実証温室での研修受入による技術習得

環境データの見える化・分析、
温室内の環境制御

高度環境制御技術

生産・作業計画の立案と要
員配置、従業員育成

雇用型生産管理技術

作業の自動化等により、少
人数で大規模な面積を管理

省力化技術

②次世代施設園芸拠点の成果に関する情報発信等を支援

持続的生産強化対策事業のうち
次世代施設園芸拡大支援事業

【令和元年度まで】

次
世
代
施
設
園
芸
の
面
的
拡
大
に
向
け
た
支
援
の
充
実
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〇 次世代施設園芸拠点の10道県において、次世代施設園芸技術習得支援事業（平成29年度～令和元年度）に引き続き、令和２年度以降においても
各拠点の運営の中で得られた知見・ノウハウの分析・情報発信の取組を実施。

〇 令和２年度より、次世代施設園芸拠点の10道県に加え、対象範囲を既存のパイプハウスにも広げた、データを活用した農業の検証の取組が行われ
ており、令和４年度は16道府県（北海道・岩手県・山形県・茨城県・福井県・岐阜県・愛知県・大阪府・兵庫県・奈良県・香川県・高知県・福岡県・長崎
県・熊本県・大分県）20産地において取り組んだ。

データ駆動型農業の実践体制づくり支援（令和４年度）の実施地区

次世代施設園芸拠点のある道府県（地図上 で表示）
北海道（苫小牧市） 愛知県（豊橋市）

宮城県（石巻市） 兵庫県（加西市）

埼玉県（久喜市） 高知県（四万十町）

富山県（富山市） 大分県（九重町）
静岡県（小山町） 宮崎県（国富町）

11

1
2

9

1519
20

18
17

5
6 7

8

13
14

4

3

10
12

16

令和４年度の実施地区・実施協議会名（地図の 内の数字と対応）

1 北海道次世代施設園芸地域展開
コンソーシアム 11 南あわじ市三條スマート農業推進

協議会（兵庫県）

2 当別町農業総合⽀援センター
（北海道） 12 宇陀市伊那佐東部地区スマート農

業推進協議会（奈良県）

3 岩⼿県野菜トップモデル産地創造
推進協議会

13
14

かがわデータ駆動型農業技術導⼊
推進協議会

4 やまがた⽅式次世代施設園芸推進
協議会 15 ⾼知県データ駆動型農業推進

協議会

5 茨城県次世代施設園芸
コンソーシアム 16 福岡県スマート農業推進協議会

6 福井県ICT施設園芸協議会 17 ⻑崎県環境制御技術普及推進
協議会

7 海津冬春トマトビッグデータ
活⽤推進協議会（岐⾩県） 18 （⼀社）熊本県野菜振興協会

8 ⾶騨夏秋トマトスマート農業協議
会（岐⾩県） 19 ⼤分県スマート農業推進協議会

9
⻄尾きゅうり産地内連携型データ
駆動施設園芸推進コンソーシアム
（愛知県）

20 ⼤分市⼤葉スマート農業推進協議
会

10 ⼤阪府スマート農業推進協議会 31



○ 強い農業づくり総合支援交付金 ○ 産地生産基盤パワーアップ事業
【令和６年度予算概算決定額 １２，０５２（１２，０５２）百万円】 【令和５年度補正予算額 ３１，０００百万円】

次世代施設園芸の取組拡大に向けて （２） （予算措置②）
○ これまでの勘と経験に頼った生産技術から、環境と生育のモニタリングに基づき、環境を的確にコントロールする生産技術

体系への転換をハード面から推進するため、強い農業づくり総合支援交付金や産地生産基盤パワーアップ事業で、低コスト耐
候性ハウスや環境制御装置等の導入を支援。

補助対象：
【産地基幹施設等支援タイプ】
集出荷貯蔵施設、農産物処理加工施設、生産技術高度化施設（低コスト耐

候性ハウス、高度環境制御栽培施設等）、小規模土地基盤整備、農作物被害
防止施設 等

優先枠の設定 【33億円の内数】
・みどりの食料システム戦略の推進
みどりの食料システム戦略に掲げる取組（化学農薬の低減、化学肥料の低

減、有機農業の拡大、ゼロエミッション化等）の推進に必要な施設の整備等を
支援。
・スマート農業の推進
データを活用して生産性の向上や農産物の高付加価値化を図るICTロボット

技術等のスマート技術の導入と、スマート技術を有効に活用するために必要
な施設の整備を一体的に支援（大規模スマート施設園芸の推進）。

交付率：
都道府県へは定額 （事業実施主体へは事業費の１／２以内 等）

事業実施主体：
都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

交付先：
国 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体

補助対象：
【収益性向上対策】
産地生産基盤パワーアップ計画に基づき、高収益な作物・栽培体系への転

換を図る取組に必要な施設整備、機械や機器のリース導入等に要する経費、
改植に必要な経費、転換時に必要な資材導入等に要する経費等

【生産基盤強化対策】
① 後継者不在の既存ハウス等を新規就農者や担い手に継承する際に必
要となるハウスの再整備・改修や、内部設備の導入等に必要な経費

② 農業用ハウス等の新規就農者や担い手への斡旋・貸し付け等を推進す
る体制の整備、ニーズのマッチング等の取組に要する経費
（①の取組を実施する場合は②の取組を合わせて実施することが必須）

③ 栽培管理・労務管理等の技術を継承するための実証・研修等に必要な
取組に要する経費

交付率：
施設の整備・再整備・改修、内部設備の導入等は１／２以内 等

事業実施主体：
地域農業再生協議会等が作成する「産地生産基盤パワーアップ計画」に位

置づけられている農業者、農業者団体 等

交付先：
（整備事業）国 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体
（基金事業）国 ⇒ 基金管理団体 ⇒ 都道府県 ⇒ 事業実施主体

環境制御盤 温度・⽇照等の環境制御 ヒートポンプ低コスト耐候性ハウス複合環境制御装置を備えた温室植物⼯場
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○ 将来に向けて、施設園芸のさらなる生産性向上と規模拡大を加速化させるためには、収穫予測や自動収穫などＡＩやロ
ボット技術といった革新的な開発技術を取り入れた新たなシステムを構築していくことが必要。

次世代施設園芸の取組拡大に向けて （３） （将来を見据えた取組）

○次世代施設園芸の推進方向（イメージ）

安定供給 所得向上と を実現する施設園芸の実装！！

施設園芸の経営安定に向けた取組

 耐候性ハウスの設置コスト低減
 省エネによる燃油使用量削減

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン

環
境
制
御
型
施
設
園
芸

従
来
型
施
設
園
芸

次世代施設園芸モデル拠点

スマート農業技術を駆使した
未来型の次世代施設園芸

大幅な省力化

ロボット技術
の導入

生育状態の見える化
でより高度な

環境制御の実現

収量・品質の
高位平準化

作業管理
のデータ化

効率的な労務管理
体制の確立

• 加温設備を主体とした装備

• 勘と経験に基づく栽培技術

• 炭酸ガス発生装置や養液栽培装置の
導入

• 温室環境の見える化、データを収集・
活用した栽培技術

• 高度環境制御技術による周年・計画生産

• 雇用型生産管理技術・省力化技術による規模
拡大

• 地域エネルギーの活用・省エネルギー化によ
るエネルギーコストの低減

拠
点
の
知
見
を
展
開
し
、
要
素
技
術
を
普
及
！
！

将
来
を
見
据
え
た
取
組
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強い農業づくり総合⽀援交付⾦
みどりの⾷料システム戦略の推進

（R6当初）

産地⽣産基盤パワーアップ事業
施設園芸エネルギー転換枠

（R5補正）

SDGs対応型施設園芸確⽴
（R5補正/R6当初）

事業⽬的 産地競争⼒の強化・持続的な発展 化⽯燃料に依存した経営からの脱却と
経営⼒強化

環境負荷軽減と収益性向上を両⽴した、
新たな園芸産地モデルの確⽴

補助対象 ハード⽀援 ソフト⽀援 ソフト⽀援

補助対象者 農業者等 農業者等 協議会

事業イメー
ジ

【地域の中⼼経営体の取組⽀援】
・環境負荷軽減を実現する低コス
ト耐候性ハウス等の導⼊を⽀援
・耐候性ハウス等へのヒートポン
プ等の省エネ機器等の内部設備の
導⼊を⽀援
・地域エネルギーの活⽤に向けた、
パイプライン等の整備を⽀援
・既に実証済みの技術導⼊を⽀援

【脱化⽯燃料を図る産地の取組⽀援】
・脱化⽯燃料に向け、産地が取り組む
省エネ機器（ヒートポンプや⽊質バイ
オマスボイラー）等の導⼊を⽀援
・既に実証済みの技術導⼊を⽀援

【モデル産地の育成⽀援】
・抜本的な環境負荷軽減・収益性向上を
両⽴したモデル産地を育成するため、都
道府県⼜は市町村を中⼼に協議会を形成
し、化⽯燃料使⽤量の減少が期待される
新技術や省エネ機器のほ場実証、検討会
の開催、環境影響評価等を⽀援
・実証段階の新技術も含めて⽀援

備考

・環境負荷軽減に向けた⽬標も成
果⽬標として選択することとする。

・燃油使⽤量の削減を成果⽬標とする。 ・燃油使⽤量の削減を成果⽬標とする。
・新技術の実証に当たっては、協議会の
構成員に機械メーカー等も⼊り指導いた
だくようにし、実証後、新技術の効果を
公表することとする。

○ ゼロエミッション化に向けて、新技術の研究開発が行われる2030年頃までは、まずは化石燃料と代替技術の併用（ヒートポン
プ等の積極的活用や新技術の実証）を促進し、その後、化石燃料使用ゼロへの転換を図っていく考え。

みどりの食料システム戦略（ゼロエミッション化に向けた支援策）
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○ スマート農業実証プロジェクトは、ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用した「スマート農業」を実証し、スマート農業の社会実装を加速させていく事業。

○ 令和元年度より開始し、これまで全国179地区（令和元年度69地区、令和2年度55地区、令和2年度補正24地区、令和3年度31地区を採択）において
実証。各地区の取組の詳細は、https://www.affrc.maff.go.jp/docs/smart_agri_pro/smart_agri_pro.htm

○ このうち、令和元年度に採択した施設園芸は８地区で、トマトの収穫やいちごのパック詰め等の自動化を実証。

○ 統合環境制御装置等の導入により、かん水や換気に要する労働時間が15％短縮、収量が21％増加し、10a当たりの利益も16%増加したといった実
証成果が得られている。

スマート農業実証プロジェクト（施設園芸）の実証地区 （令和元年度）

※写真はイメージ

実証技術

施設園芸における収穫ロボットによ
る生産コスト削減体系の実証（トマ
ト）

長野県

収穫ロボット等

実証
技術

水田地帯におけるAIとIoTを活用し

た葉菜類大規模経営の実証（葉物
野菜）

福岡県

経営・労務管理システム等

実証
技術

大規模施設園芸の生産性を飛躍
的に向上させるスマート技術体系
の実装（パプリカ）

大分県

労務管理システム/無人搬
送機等

実証技術

ICTに基づく養液栽培から販売によ

る施設きゅうりのデータ駆動経営一
貫体系の実証（きゅうり）

愛知県

生育診断ロボット
（生育情報の見える
化） /労務管理シス
テム等

実証技術

センシング技術に基づく統合環境
制御の高度化によるピーマン栽培
体系の実証（ピーマン）

鹿児島県

画像による生育情
報の見える化等

実証
技術

ＩＣＴ技術やＡＩ技術等を活用した「日
本一園芸産地プロジェクト（施設園
芸：なす、すいか）」の実証

熊本県

産地内情報共有システム
/AIで調整する養液土耕/ア
シストスーツ等

実証技術

施設園芸コンテンツ連携によるトマ
トのスマート一貫体系の実証

栃木県

光合成量推定によ
る生育情報の見え
る化等

実証技術

促成イチゴ栽培における圃場内環境および作物生育情
報を活用した局所適時環境調節技術による省エネ多収
安定生産と自動選別・パック詰めロボットを活用した次
世代型経営体系の検証

熊本県

自動選果・自動パック詰めロボット等
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○ 令和２年度は施設園芸６地区を新たに採択し、キュウリやピーマンの自動収穫等を実証。

○ 令和２年度第１次補正予算において、新型コロナウイルスに係る外国人技能実習生の入国制限等によって深刻化する人手不足の解消に向けたス
マート農業の実証を展開。施設園芸は３地区を採択し、アスパラガスの自動収穫や収穫したミニトマトの自動運搬等の省力技術を実証。

スマート農業実証プロジェクト（施設園芸）の実証地区 （令和２年度）

【茨城県】
直売イチゴ経営におけるスマート
フードチェーン構築によるデータ駆動
型高収益経営体系の実証（いちご）
（実証技術：AIによる養液土耕、アシ
ストスーツ、需要予測等）

【宮城県】
施設園芸多品目に適応可能な運搬・出荷
作業等の自動化技術の実証（ミニトマト、
花苗）（実証技術：運搬用自律走行台車、
ミニトマト選果機、作業管理システム等）

【静岡県】
オーダーメイド型高品質トマトの計画
生産および情報の集約・可視化・共有
と自動化による中規模経営体における
高度な企業的農業経営の実現（トマト）

（実証技術：品質評価システム、
労務管理システム、自律多機能型
ロボット等）

【長崎県】
スマート農業技術の活用による
アスパラガス生産体系の確立
（アスパラガス）

（実証技術：自動収穫ロボット、
画像認識とAIによる選別機等）

※写真はイメージ

【宮崎県】
施設園芸野菜（ピーマン等）における
自動収穫機を活用した「生産管理体
制の構築」収穫・栽培管理の実証
（ピーマン、きゅうり）
（実証技術：経営・栽培管理システム、
自動収穫ロボット等）

【徳島県】
ミニトマト栽培におけるスマート
農業技術を活用した省力・軽量
化体系の実証(ミニトマト）

（実証技術：営農管理システム、
自動搬送ロボット等）

【佐賀県】
自動収穫ロボットの導入による
収穫作業の省力化及び自動化
実証PRJ
（アスパラガス）

（実証技術：自動収穫ロボット、
作業管理システム等）

【岐阜県】
中山間地域の夏ほうれんそうに
おける産地全体で取り組むシェ
アリング・新たな通信サービスモ
デルの実証（ホウレンソウ）

（実証技術：自動追従型運搬機、
営農管理システム）

令和2年度採択

令和2年度第1次補正採択

パイプハウス土耕栽培葉菜類の
IoT化・機械化によるスマート化実
証（葉物野菜）

（実証技術：自動灌水制御システ
ム、経営・栽培管理システム等）

【熊本県】
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○ 令和3年度は施設園芸９地区を採択し、スマート農機のシェアリングやミニトマトの自動収穫ロボット、出荷量予測モデル技術等を実証。

スマート農業実証プロジェクト（施設園芸）の実証地区 （令和３年度）

※写真はイメージ

実証技術

房どりミニトマトを核としたポスト
コロナ型生産流通体系の実証

福井県

衛生管理が十分
な生産流通体系/
ロボット収穫技術

実証
技術

日本産イチゴの輸出拡大を強力に
後押しするスマート高品質生産・出
荷体系の構築

熊本県

局所適時環境調節技術/
自動選別・パック詰め技術

実証技術

広域シェアリング利用によるスマート
農機シェアリング体系の実証

埼玉県、千葉県ほか

ス マ ー ト農 機 の
シェアリング利用・
普及モデル

実証
技術

省人化テクノロジーと最適な運用
方法実証PRJ

新潟県

ミニトマトの自動収穫ロボット
/搬送ロボット/電動台車

実証
技術

パプリカスマート商流実現と他社間
連携による安定出荷体制の構築

宮城県

短期収量予測技術/栽培管
理システム/生販連携管理
システム

実証
技術

生産規模の異なる花き球根生産者
を広域連携する球根版スマート農
業サービスの確立

富山県

スマート農機のシェアリング
/営農支援ツール

実証技術

ポストコロナに対応した切り花のス
マート農業技術生産および商流に
よる「スマートリリー」ビジネスモデ
ルの実証

栃木県

AI薬剤散布機/環境
計測装置/営農管理
システム/出荷情報
トレースシステム

実証技術

JA西三河における生産から流通・販売のデータ
駆動一貫体系の実証

愛知県

出荷量予測モデル技術/需
要予測を用いた袋詰め機/
出荷予約モデル

実証
技術

淡路島から発信！ほ場利用率300%が挑む、
SDGs社会の実現に向けた施設園芸と露地

野菜を組み合わせたハイブリッド地域社会
農業の実現

兵庫県

農機シェアリング/自立自走式ロボッ
トカメラ及びスマートグラス 37



（参考） スマート農業実証プロジェクト成果ポータルサイト

①スマート農業実証
プロジェクトの
ＨＰ（トップ画⾯）

②スマ農成果ポータル
のトップ画⾯

経営分析

農⽔省HPへ

https://www.naro.go.
jp/smart-
nogyo/seika_portal/

スマ農成果ポータル
QRコード↓

③スマート農機･
技術別ノウハウ集

〇 農研機構では、令和元年度から令和３年度に実施したスマート農業実証プロジェクトの成果を踏まえ、
「スマ農成果 ポータル」において、経営分析の結果や各種のスマート農機についての効果や留意点など
を総合的に紹介。（令和５年１⽉12⽇公表）
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業の社会実装を加速化するため、必要な技術の開発やデータを活⽤
した現場実証等を⾏います。

① 次世代スマート農業技術の開発・改良・実⽤化
② ペレット堆肥活⽤促進のための技術開発・実証

２．スマート農業普及のための環境整備
スマート農業を普及させるための環境整備を⾏います。
① 農林⽔産データ管理・活⽤基盤強化
② データ駆動型農業の実践・展開⽀援事業
③ 農林⽔産業におけるロボット技術安全性確保策検討
④ データ駆動型⼟づくり推進
⑤ スマート農業教育推進

ｄｓ

＜対策のポイント＞
スマート農業の社会実装を加速するため、必要な技術開発・実証やスマート農業普及のための環境整備等について総合的に取り組みます。

＜事業⽬標＞
農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活⽤した農業を実践［令和７年まで]

技
術
開
発
؞
実
証

実
装
؞
普
及
प
向
ऐ
ञ
環
境
整
備

１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業の社会実装・実践

２．スマート農業普及のための環境整備

④ AIによる⼟壌診断
技術の開発

⼟壌診断の実施

③

遠隔監視による⾃動⾛⾏
の安全技術等の検証

安全性確保策
の検討

⾃動⾛⾏農機 有識者委員会① データ連携による
新たなサービス開発を⽀援 ②② データ活⽤の

体制づくりを⽀援
産地によるデー
タ駆動型農業

の実践
環境モニタリング

装置等

改善効果の検証

［お問い合わせ先］農林⽔産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

＜事業の流れ＞

国

（国研）農業・⾷品産業
技術総合研究機構

交付（定額） ⺠間団体等
(公設試、⼤学を含む)

委託 （１の事業）

定額
⺠間団体等 （２②の事業の⼀部）

定額
⺠間団体等
（公設試、⼤学を含む）

（２①③の事業）

定額

委託
⺠間団体等

全国協議会
（２⑤の事業）

（２④の事業）

定額
都道府県

定額、1/2
協議会 （２②の事業の⼀部）

スマート農業の総合推進対策

①次世代スマート農業技術の開発・改良・実⽤化
ペレット堆肥の製造・物流を最適化するシステム
の構築、帰り荷となる敷料の探索、現地実証

②ペレット堆肥活⽤促進のための技術開発・実証

⽣産現場における技術ニーズや将来の労働⼒の状況
を⾒据え、⽣産性の⾶躍的向上に必要不可⽋なスマ
ート農業技術の開発・改良・実⽤化を推進

(例）摘蕾・摘果⾃動ロボット

⑤
スマート農業
教材の充実

現役農業者・教員
向けの研修会の開催等

農業者

サービス
向上

サービス事業体が利⽤する
営農管理システムの開発を⽀援

オープンAPIを活⽤
してデータを取得

サービス事業体

受発注や物流の
最適化

農業副産物ペレット堆肥 物流の最適化

受注 発注

【令和６年度予算概算決定額 1,212（1,196）百万円】
(令和５年度補正予算額 3,400百万円)
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．オープンAPI等の整備
① オープンAPI等による機器間連携実証

営農の⾼度化に資するよう異なる種類・メーカーの機器・システムから取得され
るデータの連携実証を実施します。

② 農業データ連携・共有のための環境整備
農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等が⾏う農業データ

を連携・共有するための
・協調データ項⽬の特定・拡⼤、データ形式の標準化
・データの利⽤権限等の取扱いルールの策定

等の環境整備を⽀援します。

２．農業データの川下とのデータ連携実証
農業データの川下との連携による付加価値の創出や環境に配慮した取組の

⾒える化等についてデータ連携基盤を活⽤した実証を実施します。

３．オープンAPI等を活⽤したサービス事業体の育成・機能強化
オープンAPI等を活⽤して、データ連携を⾏うことで、サービス事業体の提供サー

ビスを向上させる取組を⽀援します。
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農林⽔産データ管理・活⽤基盤強化事業
【令和6年度予算概算決定額 150（150）百万円】

＜対策のポイント＞
さらなるデータの活⽤を進めるため、①異なる種類・メーカーの機器やシステムから取得されるデータの連携実証、②農業データの川下とのデータ連携、③オープ

ンAPI等を活⽤したサービス事業体の育成・機能強化を⽀援し、農業現場における⽣産性の向上や環境に配慮した農業⽣産の実現を⽬指す。

＜政策⽬標＞
農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活⽤した農業を実践［令和7年まで］

＜事業の流れ＞

国
定額

［お問い合わせ先］⼤⾂官房政策課技術政策室（03-6744-0415）
（１、２、３の事業）

【オープンAPI等の整備】 【農業データの川下とのデータ連携実証】

データ連携基盤

⺠間団体等
（公設試、⼤学を含む）

作業ログ

営農情報を活⽤し
た環境配慮の⾒える
化による差別化 等

＜実証の例＞

・・・

①連携する
機器の拡充

②協調データ項⽬の特定・拡⼤、
データ形式の標準化

営農管理システム

【オープンAPI等を活⽤したサービス事業体の育成・機能強化】

【現状】
ドローンを⽤いた単純な作業
受託型のサービスを提供
（追肥作業、防除作業）

収量データを営農管
理システムに連携

収量データや
衛星画像に基
づき施肥作業
等を実施

サービス事業体に営農管理システ
ムを導⼊し、オープンAPI等を活⽤
してデータを連携させ、サービス事
業体の提供サービスを向上
（単純な施肥 → 可変施肥等）

【事業実施後の姿】

データ取得
可能な農機
を必要に応じ
て貸出
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．データ駆動型農業の実践体制づくり⽀援

施設園芸産地を中⼼として、データに基づき栽培技術・経営の最適化を図
る「データ駆動型農業」の実践を促進するため、産地としての取組体制の構
築、データ収集、分析機器の活⽤、新規就農者の技術習得等を⽀援しま
す。

２．スマートグリーンハウス展開推進
従来型の既存ハウスからデータ駆動型の栽培体系への転換や、化⽯燃料

の使⽤量削減に資する施設園芸への転換に係る事例収集、課題・ノウハウ
の整理、更なる低コスト化の検討、農業者への情報発信等の取組を⽀援し
ます。また、海外等においてスマート技術を含む施設園芸の現地⽣産に取り
組むにあたり、課題となりやすいポイントごとに、本格的な事業化に先⽴った事
業化可能性調査を⽀援することにより、スムーズかつ低リスクな事業化を推進
します。

データ駆動型農業の実践・展開⽀援事業
【令和６年度予算概算決定額 193（173）百万円】

＜対策のポイント＞
データに基づき栽培技術・経営の最適化を図る「データ駆動型農業」の実践及び施設園芸における化⽯燃料使⽤量削減に向けた取組を促進するため、デー

タ駆動型農業の実践体制づくりやデータ駆動型農業および化⽯燃料使⽤量削減に資する施設園芸への転換に係る事例収集やノウハウの整理・横展開、
海外等におけるスマート技術を含む施設園芸の現地⽣産に係る事業化可能性調査を⽀援します。

＜政策⽬標＞
農業の担い⼿のほぼ全てがデータを活⽤した農業を実践［令和７年まで］

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局園芸作物課（03-3593-6496）
穀物課 （03-6744-2108）

（２の事業） 園芸作物課（03-3593-6496）

＜事業の流れ＞

担
ः
⼿
प
े
ॊ
﹁
ॹ
␗
ॱ
駆
動
型
農
業
﹂
भ
実
践

データフル活⽤の体制づくり
 農業者・企業・普及組織等による体制構築
 データ収集・分析機器の活⽤
（環境モニタリング、環境制御、データに基づく施肥技術）
 新規就農者の技術習得
 既存ハウスのリノベーション 等

スマートグリーンハウス展開推進
データ駆動型農業の実践及び化⽯燃料使⽤量削減に係る

課題・ノウハウの整理、更なる低コスト化の検討、情報発信
海外等におけるスマート技術を含む施設園芸の現地⽣産の

事業化可能性調査

開発
実証 新技術実装に向けた産地の体制づくり

実
⽤
化
段
階
प
ँ
ॊ
新
技
術

国

⺠間団体等

都道府県 協議会
定額 定額、1/2

定額

（１の事業）

（２の事業）
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＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．⾷料・農業・農村基本法の⾒直しを踏まえた先駆的モデル等の育成
① 先駆的モデル⽀援タイプ

⾷料・農業・農村基本法の⾒直しを踏まえた新しい農業のモデルを創出していくため、安定
的な⽣産・供給等を実現しようとする先駆的モデルの育成を⽀援します。

② 農業⽀援サービス事業⽀援タイプ
農業⽀援サービス事業の提供に必要な農業⽤機械の導⼊を⽀援します。

２．地域の創意⼯夫による産地競争⼒の強化（産地基幹施設等⽀援タイプ）
① 産地収益⼒の強化、産地合理化の促進

産地農業において中⼼的な役割を果たしている農業法⼈や農業者団体等による集出荷貯
蔵施設や冷凍野菜の加⼯・貯蔵施設等の産地の基幹施設の整備等を⽀援します。また、産
地の集出荷、処理加⼯体制の合理化に必要な産地基幹施設等の再編等を⽀援します。

② 重点政策の推進
みどりの⾷料システム戦略、スマート農業、産地における戦略的な⼈材育成といった重点政

策の推進に必要な施設の整備等を⽀援します。

３．⾷品流通の合理化（卸売市場等⽀援タイプ）
品質・衛⽣管理の強化等を図る卸売市場施設、産地・消費地での共同配送等に必要な

ストックポイント等の整備を⽀援します。

強い農業づくり総合⽀援交付⾦
【令和６年度予算概算決定額 12,052（12,052）百万円】

＜対策のポイント＞
⾷料⽣産・供給の不安定化や労働⼒不⾜等、⽣産構造の急速な変化に対応するための先駆的モデルや農業⽀援サービス事業体の育成等を⽀援します。

また、産地の収益⼒強化と持続的な発展及び⾷品流通の合理化のため、強い農業づくりに必要な産地基幹施設、卸売市場施設の整備等を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ 加⼯・業務⽤野菜の出荷量（直接取引分）の拡⼤（98万t［平成29年］→145万t［令和12年まで］）
○ 場内物流改善体制の構築に取り組んでいる卸売市場数（55市場［令和６年度まで］ ）
○ 化⽯燃料を使⽤しない園芸施設への完全移⾏［2050年まで］

＜事業の流れ＞
［お問い合わせ先］

（１①、２の事業） 農産局総務課⽣産推進室 （03-3502-5945）
（１②の事業） 農産局技術普及課 （03-6744-2221）
（３の事業） 新事業・⾷品産業部⾷品流通課 （03-6744-2059）

【国直接採択】

・助成対象︓推進事業（農業⽤機械、実証等）
整備事業（農業⽤施設）

・補助率 ︓定額、1/2以内
・上限額 ︓推進事業5,000万円 整備事業20億円

A 先駆的モデル⽀援タイプ

B 農業⽀援サービス事業⽀援タイプ
・助成対象︓農業⽤機械
・補助率 ︓1/2以内
・上限額 ︓1,500万円

モ
デ
ル
等
の
育
成
・
提
供

産地のニーズに合わせた
農業⽀援サービスを提供

（農機シェアリング、データ分析 等）

農業⽀援サービス
事業体

Ａ産地
Ｂ産地

Ｃ産地

国
都道府県

市町村交付（定額） 1/2以内等 1/2以内等

農業者等

農業者等

1/2以内等

定額、1/2以内

（２、３の事業）

（１の事業）

C 産地基幹施設等⽀援タイプ
・助成対象︓農業⽤の産地基幹施設
・補助率 ︓1/2以内等
・上限額 ︓20億円等

産
地
競
争
力
の
強
化

【都道府県向け交付⾦】

重点政策の推進【33億円】
２.①のメニューとは別枠で、みどりの⾷料システム戦略、スマート農業技術の導⼊、産地における
戦略的な⼈材育成といった重点政策の推進に必要な施設を着実に整備

優先枠の設定
物流2024年問題への対応、集出荷・加⼯の効率化に向けた再編合理化、中⼭間地域の競争⼒強化、
農畜産物の輸出拡⼤等に係る取組にポイントを加算することにより、積極的に⽀援

食
品
流
通
の

合
理
化

・助成対象︓卸売市場施設
共同物流拠点施設

・補助率 ︓4/10以内等
・上限額 ︓20億円

D 卸売市場等⽀援タイプ
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産地⽣産基盤パワーアップ事業
【令和５年度補正予算額 31,000百万円】

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．新市場獲得対策

① 新市場対応に向けた拠点事業者の育成及び連携産地の対策強化
新市場のロット・品質に対応できる拠点事業者の育成に向けた貯蔵・加⼯・物流拠点施

設等の整備、拠点事業者と連携する産地が⾏う⽣産・出荷体制の整備等を⽀援します。
② 園芸作物等の先導的取組⽀援

園芸作物等について、需要の変化に対応した新品⽬・品種、新樹形の導⼊や栽培⽅法
の転換、技術導⼊の実証等の競争⼒を強化し産地を先導する取組を⽀援します。

③ 国産シェア拡⼤対策
国産⻨・⼤⾖の増産や安定供給に必要な農業機械の導⼊や集出荷貯蔵施設等の整備、

国産加⼯・業務⽤野菜等のサプライチェーンの強靱化に向けた農業機械・技術等の導⼊、
流通加⼯施設の整備、需要拡⼤に資する全国的な取組等を⽀援します。

２．収益性向上対策
収益⼒強化に計画的に取り組む産地に対し、計画の実現に必要な農業機械の導⼊、集

出荷施設の整備等を総合的に⽀援します。また、施設園芸産地において、燃油依存の経
営から脱却し省エネ化を図るために必要なヒートポンプ等の導⼊等を⽀援します。

３．⽣産基盤強化対策
① ⽣産基盤の強化・継承

農業⽤ハウスや果樹園・茶園等の⽣産基盤を次世代に円滑に引き継ぐための再整備・改
修、継承ニーズのマッチング等を⽀援します。

② 全国的な⼟づくりの展開
全国的な⼟づくりの展開を図るため、堆肥や緑肥等を実証的に活⽤する取組を⽀援します。

農業者等
（農業者の組織する団体を含む）

農業者等
（農業者の組織する団体を含む）

収益力強化への計画的な取組

＜対策のポイント＞
収益⼒強化に計画的に取り組む産地に対し、農業者等が⾏う⾼性能な機械・施設の導⼊や栽培体系の転換等に対して総合的に⽀援します。また、輸出事

業者等と農業者が協働で⾏う取組の促進等により海外や加⼯・業務⽤等の新市場を安定的に獲得していくための拠点整備、需要の変化に対応する園芸作
物等の先導的な取組、⾷料安全保障の確⽴に向けた国産農産物のシェア拡⼤に資する取組、全国産地の⽣産基盤の強化・継承、⼟づくりの展開等を⽀
援します。

＜事業⽬標＞
○ ⻘果物、花き、茶の輸出額の拡⼤（農林⽔産物・⾷品の輸出額︓２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）
○ 品質向上や⾼付加価値化等による販売額の増加（10%以上［事業実施年度の翌々年度まで］ ）
○ 産地における⽣産資源（ハウス・園地等）の維持・継承 等

＜事業の流れ＞

国

⺠間団体等
(都道府県、市町村を含む)定額、1/2以内等

都道府県 定額、1/2以内等
定額 基⾦管理団体 （１③の事業の⼀部

２、３の事業）

輸出等の新市場の獲得 産地の収益性の向上

農業の国際競争⼒の強化

生産基盤
の強化

堆肥等を活⽤
した⼟づくり

継承ハウス、園地の
再整備・改修

（１②の事業）

新たな生産・供給体制

拠点事業者の
貯蔵・加⼯施設

果樹・茶の改植や
新樹形導⼊

国産シェア拡⼤に向けた
施設

農業機械の
リース導⼊・取得

⽣産資材
の導⼊

優先枠の設定

ヒートポンプ等の
リース導⼊・取得

流通効率化に
向けた機械・施設 施設整備

優先枠の設定
・中⼭間地域の体制整備
・農産物輸出に向けた体制整備

・スマート農業推進枠
・施設園芸エネルギー転換枠
・持続的畑作確⽴枠

（１①の事業
１③の事業の⼀部）

［お問い合わせ先］
（１①、２の事業）農産局総務課⽣産推進室（03-3502-5945）
（１②③、３①の事業） 園芸作物課 （03-6744-2113）
（１②の事業） 果樹・茶グループ （03-6744-2117）
（１③の事業） 穀物課 （03-3502-5959）
（３②の事業） 農業環境対策課 （03-3593-6495）43


